
　

世
界
の
分
断
は
、
米
中
対
立
の

激
化
か
ら
始
ま
っ
て
い
る
。
背
景

に
あ
る
の
は
、
中
国
の
経
済
力
、

軍
事
力
の
相
対
的
な
高
ま
り
と
米

国
の
相
対
的
な
地
位
低
下
だ
。

　

振
り
返
れ
ば
、
１
９
８
０
年
代

の
鄧
小
平
時
代
の
中
国
は
、
経
済

面
で
は
「
改
革
・
開
放
」
を
唱
え
、

外
交
面
で
は
「
韜
光
養
晦
（
と
う

こ
う
よ
う
か
い
）」
の
姿
勢
を
堅

持
し
た
。「
韜
光
養
晦
」
と
は
、

才
能
を
隠
し
て
時
期
を
待
つ
（
内

に
力
を
蓄
え
る
）
姿
勢
を
指
す
。

米
国
も
「
経
済
の
発
展
が
い
ず
れ

中
国
に
民
主
主
義
を
根
づ
か
せ
る
」

と
の
見
方
に
立
ち
、
協
調
的
な
関

与
政
策
を
進
め
た
。

　

そ
の
後
40
年
を
経
て
、
た
し
か

に
中
国
は
経
済
力
が
高
ま
り
、
世

界
第
２
の
大
国
と
な
っ
た
。
Ｉ
Ｍ

Ｆ
（
国
際
通
貨
基
金
）
の
統
計
に

よ
れ
ば
、
１
９
８
０
年
当
時
の
名

目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
（
国
内
総
生
産
）
は
、

米
国
の
２
兆
８
５
７
３
億
ド
ル
に

対
し
中
国
は
３
０
３
０
億
ド
ル
と
、

米
国
の
１
割
し
か
な
か
っ
た
。
こ

れ
が
、
２
０
２
２
年
に
は
米
国
25

兆
４
６
２
７
億
ド
ル
に
対
し
中
国

は
17
兆
８
８
６
３
億
ド
ル
と
、
米

国
の
７
割
の
規
模
に
達
し
た
。
ち

な
み
に
日
本
は
、
２
０
１
０
年
ご

ろ
に
中
国
と
の
間
で
経
済
規
模
が

逆
転
し
、
２
０
２
２
年
の
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ

は
４
兆
２
３
７
５
億
ド
ル
だ
っ
た
。

ト
ラ
ン
プ
政
権
の
も
と
で

西
側
同
盟
国
も
分
断

　

中
国
経
済
は
急
激
に
発
展
し
た
も
の

の
、
米
国
が
期
待
し
た
よ
う
な
民
主
主

義
の
確
立
に
至
ら
ず
、
新
疆
ウ
イ
グ
ル

地
区
な
ど
少
数
民
族
地
域
の
深
刻
な
人

権
問
題
が
伝
え
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。

南
シ
ナ
海
で
の
人
工
島
建
設
や
、
東
シ

ナ
海
で
の
資
源
開
発
、
尖
閣
諸
島
周
辺

へ
の
公
船
・
漁
船
の
航
行
な
ど
、
海
洋

進
出
も
目
立
つ
よ
う
に
な
っ
た
。
さ
ら

に
、
宇
宙
、
サ
イ
バ
ー
領
域
で
の
活
動

も
勢
い
を
増
し
た
（
図
１
）。

　

こ
の
状
況
に
危
惧
を
強
め
た
オ
バ
マ

政
権
は
、
２
０
１
０
年
代
前
半
、
中
国

に
対
す
る
外
交
姿
勢
を
、
従
来
の
「
関

与
政
策
」
か
ら
「
抑
止
政
策
」
に
改
め

た
。
一
例
を
あ
げ
れ
ば
、
南
シ
ナ
海
の

中
国
人
工
島
周
辺
へ
の
海
軍
艦
船
の
派

遣
で
あ
る
。
米
中
対
立
と
い
え
ば
、
ト

ラ
ン
プ
前
大
統
領
時
代
を
想
起
さ
せ
る

が
、
実
際
に
は
一
代
前
の
オ
バ
マ
政
権

の
時
代
か
ら
始
ま
っ
た
。
現
バ
イ
デ
ン

政
権
の
厳
し
い
対
中
国
姿
勢
も
、
同
じ

民
主
党
政
権
だ
っ
た
オ
バ
マ
元
大
統
領

時
代
の
政
策
姿
勢
を
引
き
継
い
で
い
る
。

　

２
０
１
７
年
オ
バ
マ
政
権
の
後
を
受

け
た
ト
ラ
ン
プ
政
権
は
、
中
国
に
対
し

て
よ
り
強
硬
な
措
置
を
と
り
、
中
国
製

品
に
対
す
る
関
税
の
引
き
上
げ
や
ハ
イ

テ
ク
製
品
の
供
給
制
限
な
ど
を
行
っ
た
。

中
国
側
も
対
抗
し
、
数
多
く
の
報
復
措

置
を
と
っ
た
。
こ
れ
が
、
い
わ
ゆ
る
米

中
貿
易
戦
争
で
あ
る
。

　

も
っ
と
も
、
ト
ラ
ン
プ
前
大
統
領
の

強
硬
姿
勢
は
対
中
国
に
限
っ
た
も
の
で

は
な
か
っ
た
。
全
世
界
に
対
し
鉄
鋼
、

ア
ル
ミ
製
品
へ
の
追
加
関
税
を
課
し
た

り
、
メ
キ
シ
コ
、
カ
ナ
ダ
に
対
し
Ｎ
Ａ

Ｆ
Ｔ
Ａ
（
北
米
自
由
貿
易
協
定
）
の
見

直
し
を
求
め
た
り
と
、
同
盟
国
へ
の
要

求
も
相
次
い
だ
。
さ
ら
に
国
際
関
係
で

は
、
気
候
変
動
抑
制
に
関
す
る
パ
リ
協

定
や
、
発
足
準
備
中
だ
っ
た
Ｔ
Ｐ
Ｐ

（
環
太
平
洋
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
協
定
）

か
ら
の
離
脱
を
決
め
た
。
さ
ら
に
イ
ラ

ン
核
合
意
や
Ｉ
Ｎ
Ｆ
（
中
距
離
核
戦
力

全
廃
条
約
）
か
ら
の
離
脱
も
進
め
た
。

　

こ
れ
ら
は
、
ト
ラ
ン
プ
前
大
統
領
の

「
力
を
誇
示
し
て
、
自
国
利
益
を
守
る
」

と
の
基
本
姿
勢
を
反
映
し
た
も
の
だ
っ

た
が
、
同
盟
関
係
の
弱
体
化
は
、
中
国
、

ロ
シ
ア
に
対
す
る
抑
止
力
を
む
し
ろ
弱

め
た
よ
う
に
見
え
る
。
ま
た
、
イ
ラ
ン

核
合
意
や
Ｉ
Ｎ
Ｆ
か
ら
の
離
脱
と
並
行

し
て
、
イ
ス
ラ
エ
ル
や
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ

ア
と
の
連
携
を
強
め
た
こ
と
は
中
東
地

域
の
不
安
定
化
を
助
長
し
た
。

　

２
０
２
１
年
に
政
権
の
座
に
就
い
た

バ
イ
デ
ン
現
大
統
領
は
、
パ
リ
協
定
へ

の
復
帰
な
ど
、
同
盟
国
と
の
協
力
関
係

　2022年3月のロシアによるウクライナへの侵攻に続き、23年秋にはハマスによるイスラエル奇襲とイスラエルに
よるガザ地区への激しい攻撃が起きた。中国では習近平国家主席、ロシアではプーチン大統領の一強体制が
それぞれ確立し、世界各地でナショナリズムの動きが強まっている。過去30年近くにわたる経済のグローバリ
ゼーションの流れは、ナショナリズムの高まりとともに揺らいでいる。
　今年秋には米国の大統領選挙が控える。もしトランプ前大統領が勝利すれば、混迷はさらに深まるだろう。
世界はなぜ「分断」し、どこへ向かうのか。日本として何を心がけていくべきなのだろうか。

世界の分断はなぜ生まれ、どこへ向かうのか
—「分断の時代」の日本経済

オフィス金融経済イニシアティブ代表（元日本銀行理事）　山本 謙三



の
立
て
直
し
を
図
っ
た
が
、
中
国
、
ロ

シ
ア
に
対
す
る
け
ん
制
強
化
は
目
立
っ

た
成
果
を
あ
げ
ら
れ
な
い
ま
ま
、
現
在

に
至
っ
て
い
る
。

中
国
、習
近
平
一
強
体
制
の
確
立

　

中
国
で
は
、
習
近
平
氏
が
２
０
１
２

年
の
総
書
記
就
任
に
引
き
続
い
て
、
２

０
１
３
年
に
は
国
家
主
席
に
就
任
。
２

０
１
６
年
に
は
「
核
心
」
と
呼
ば
れ
る

地
位
を
確
立
し
、
権
限
の
集
中
が
進
ん

だ
。
中
国
で
「
核
心
」
と
呼
ば
れ
た
最

高
指
導
者
は
、
そ
れ
ま
で
毛
沢
東
、
鄧

小
平
、
江
沢
民
の
３
氏
し
か
い
な
か
っ

た
。
そ
の
後
も
、
汚
職
撲
滅
な
ど
を
名

目
に
ラ
イ
バ
ル
勢
力
を
排
除
し
、
一
強

体
制
を
確
立
し
た
。

　

も
っ
と
も
、
中
国
国
内
の
課
題
は
多

い
。
政
治
面
で
は
、
２
０
１
９
年
に
始

ま
っ
た
香
港
の
民
主
化
運
動
が
長
引
き
、

鎮
圧
の
た
め
に
香
港
国
家
安
全
維
持
法

の
導
入
（
２
０
２
０
年
）
と
い

う
強
権
的
な
手
法
を
導
入
せ
ざ

る
を
え
な
か
っ
た
。
ま
た
、
中

国
本
土
で
も
、
２
０
２
２
年
に

政
府
の
ゼ
ロ
コ
ロ
ナ
政
策
に
不

満
を
い
だ
く
「
白
紙
運
動
」
が

大
規
模
に
展
開
さ
れ
た
。

　

経
済
面
で
は
、
不
動
産
価
格

の
高
騰
と
と
も
に
、
持
つ
者
と

持
た
ざ
る
者
の
間
の
格
差
が
強

く
意
識
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。

若
年
層
の
間
で
は
高
失
業
率
が

続
き
、社
会
不
安
が
広
が
っ
た
。

こ
う
し
た
状
況
を
打
開
す
る
た

め
、中
国
政
府
は
「
共
同
富
裕
」

の
ス
ロ
ー
ガ
ン
を
掲
げ
、
格
差

を
助
長
す
る
も
の
と
し
て
不
動

産
業
や
Ｉ
Ｔ
業
、
学
習
塾
な
ど

の
民
間
企
業
に
厳
し
い
規
制
を

課
す
る
よ
う
に
な
っ
た
。
そ
の

結
果
、
不
動
産
価
格
の
下
落
と

と
も
に
経
済
成
長
率
が
鈍
化

し
、
中
国
経
済
の
先
行
き
に
対

す
る
不
安
が
高
ま
っ
た
。

　

こ
の
間
、
西
側
陣
営
と
中
ロ

陣
営
の
狭は

ざ

間ま

に
あ
る
グ
ロ
ー
バ
ル
サ
ウ

ス
と
呼
ば
れ
る
新
興
国
・
途
上
国
の
多

く
は
、
ロ
シ
ア
に
よ
る
ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵

攻
な
ど
に
対
し
て
、
自
ら
の
意
思
や
態

度
を
鮮
明
に
し
な
い
戦
略
を
と
っ
て
い

る
。
西
側
諸
国
と
中
ロ
の
両
陣
営
は
、

多
額
の
開
発
援
助
な
ど
を
ち
ら
つ
か
せ

な
が
ら
、
各
国
の
取
り
込
み
に
注
力
し

て
お
り
、
グ
ロ
ー
バ
ル
サ
ウ
ス
側
は
、

両
者
を
天
秤
に
か
け
な
が
ら
、
自
ら
の

利
益
に
と
っ
て
有
利
な
交
渉
を
進
め
よ

う
と
し
て
い
る
。

な
ぜ「
分
断
」が
進
む
の
か

　

世
界
が
「
分
断
」
に
向
か
う
理
由
は

何
か
。
過
去
に
起
き
た
多
く
の
戦
争
は
、

国
外
に
あ
る
自
然
資
源
を
力
で
確
保
し
、

国
内
の
不
満
を
和
ら
げ
よ
う
と
す
る
も

の
だ
っ
た
。
国
内
の
不
満
の
背
後
に
は
、

主
に
貧
困
が
あ
っ
た
。
し
か
し
、
こ
こ

30
年
ほ
ど
の
世
界
は
、
新
興
国
、
先
進

国
と
も
に
成
長
し
た
。
各
国
間
の
格
差

は
縮
ま
り
、
先
進
国
が
新
興
国
か
ら

「
搾
取
」
し
て
い
る
図
式
に
は
な
い
。

　

図
２
は
、
世
界
経
済
の
成
長
率
の
推

移
で
あ
る
。
棒
グ
ラ
フ
は
先
進
国
、
新

興
国
が
そ
れ
ぞ
れ
世
界
の
成
長
に
ど
れ

ほ
ど
寄
与
し
た
か
を
示
し
、
折
れ
線
グ

ラ
フ
は
新
興
国
の
寄
与
の
割
合
を
示
し

て
い
る
。
見
て
取
れ
る
の
は
、
新
興
国

の
寄
与
率
（
寄
与
の
割
合
）
が
１
９
８

１
年
の
４
割
弱
か
ら
、
２
０
２
２
年
に

図 1　年表「分断の世界」
中　国 米　国 世　界

1980年代～
鄧小平：経済面では「改革・解放」、外
交面では「韜光養晦（とうこうようかい）」

（才能を隠して、時期を待つ）　
対中国、「関与」政策

2010年～ 習近平氏、総書記就任（12年） オバマ政権、対中国「リバランス政策」：
「関与」から「抑止」へ（11年）

アラブの春（10～11年）
シリア内戦（11年～）

2013年～

習近平氏、国家主席就任（13年）
中国、一帯一路構想を表明（13年）
南沙諸島への人工島建設（14年）
中国、「中国製造2025」表明（15年）

オバマ大統領、２期目（13年）
航行の自由作戦：人工島の近くを米海
軍艦船が航行（15年）

ロシアによるクリミア併合（14年）
パリ同時テロ（15年）

2017年ごろ

習近平「核心」体制の確立（16年～）
習近平国家主席、「太平洋には中国と
米国を受け入れる十分な空間がある」と
発言（17年）

トランプ大統領就任（17年）
パリ協定離脱（17年宣言、20年離脱）
NAFTA（北米自由貿易協定）見直し（17年）
トランプ政権、エルサレムをイスラエルの
首都として承認（17年）
鉄鋼、アルミ製品への追加関税（18年）  

TPP（環太平洋パートナーシップ協定）、
協定発効（18年）（米国は17年に離脱
を決定）。

2018年～

米中貿易戦争：
米中双方で関税適用品目の拡大等、ハイテク製品の供給制限等（18年～）
米国ペンス副大統領による中国批判演説（19年）

香港民主化運動（19~20年）
イラン核合意離脱、対イラン制裁強化

（イスラエルとの連携）（18年）
INF（中距離核戦力全廃条約）離脱（19年）

米朝首脳会談（18年）

2020年

新型コロナの発生、拡散
香港国家安全維持法
南シナ海での軍事演習、ミサイル発射
アリババグループへの規制強化

香港自治法、制裁の発動
南シナ海への航空母艦派遣

BREXIT：英国のEU離脱
ロシア、憲法改正：プーチン大統領の 
５選（24年）が可能に

2021年 不動産大手「恒大集団」経営危機の
表面化

バイデン大統領就任
パリ協定復帰
アフガニスタンからの撤退

ドイツ、メルケル首相退任
アフガニスタン、タリバンがカブール制圧

2022年

「共同富裕」：ＩＴ企業、不動産業、学習
塾への規制強化（21年～）

「白紙運動」：ゼロコロナ政策に抗議
運動

「CHIPSおよび科学法」：半導体等技
術力強化分野への産業補助金

「インフレ抑制法」：電気自動車（EV）
補助金。中国製EV購入者への税額控
除の適用除外
ペロシ下院議長、台湾訪問

ロシアによるウクライナ侵攻
QUAD（日米豪印首脳会合）を日本で
開催
IPEF（インド太平洋経済枠組み）の発足
RCEP発足（アジア地域における包括
的経済連携協定、日本、中国も参加）

2023年 習近平国家主席、再選され３期目に 対中国投資規制の導入方針：半導体、
AI、量子技術分野

イスラエル、ハマスの衝突
イタリア、「一帯一路」からの離脱宣言

2024年 米大統領選挙（11月予定） 台湾総統選挙（1月）
ロシア大統領選挙（3月）

出所：各種資料から筆者作成。



は
６
割
弱
ま
で
高
ま
っ
た
こ
と
だ
。
こ

の
42
年
間
の
成
長
率
は
先
進
国
が
年
平

均
５
・
１
％
、
新
興
国
が
同
７
・
３
％

で
あ
り
、
と
も
に
着
実
に
成
長
し
た
こ

と
が
分
か
る
。

　

東
西
冷
戦
の
終
焉
を
き
っ
か
け
に
広

が
っ
た
経
済
の
グ
ロ
ー
バ
リ
ゼ
ー
シ
ョ

ン
が
、
世
界
経
済
、
と
り
わ
け
新
興
国

経
済
に
大
き
な
恩
恵
を
も
た
ら
し
た
。

そ
う
し
た
理
解
の
も
と
、
一
時
は
、
こ

の
ま
ま
自
由
主
義
経
済
の
も
と
で
世
界

は
平
和
裡
に
経
済
発
展
を
続
け
て
い
け

る
の
で
は
な
い
か
と
の
期
待
が
生
ま
れ

つ
つ
あ
っ
た
。

　

し
か
し
、
幻
想
だ
っ
た
。
各
国
国
内

で
は
、
格
差
拡
大
への
不
満
が
溜
ま
っ
て

い
た
。
人
々
の
生
活
は
、
た
し
か
に
過

去
に
比
べ
豊
か
に
な
っ
た
。
し
か
し
、
隣

人
に
比
べ
て
は
ど
う
か
。
ス
マ
ホ
は
持

て
る
よ
う
に
な
っ
た
が
、
隣
人
の
よ
う
に

マ
ン
シ
ョ
ン
に
引
っ
越
す
こ
と
は
で
き

な
い
、
そ
う
し
た
人
々
の
フ
ラ
ス
ト
レ
ー

シ
ョ
ン
（
欲
求
不
満
）
が
、
先
進
国
、

新
興
国
を
問
わ
ず
蔓
延
し
た
。

　

一
般
に
、
技
術
革
新
が
進
展
す
る
時

代
は
所
得
格
差
が
広
が
り
や
す
い
。
新

し
い
技
術
知
識
を
持
つ
者

と
、
古
い
知
識
の
た
め
に
失

職
の
リ
ス
ク
を
か
か
え
る
者

と
の
間
で
、格
差
が
広
が
る
。

技
術
革
新
は
、
い
ず
れ
は
ス

ロ
ー
ダ
ウ
ン
し
、
次
第
に
コ

モ
デ
ィ
テ
ィ
ー
化
（
一
般
化
）

し
て
格
差
縮
小
に
向
か
う
は

ず
だ
っ
た
。
し
か
し
、
Ｉ
Ｔ

革
命
は
思
い
の
ほ
か
長
寿
に

あ
る
。
１
９
９
０
年
代
の
コ

ン
ピ
ュ
ー
タ
の
普
及
に
始
ま

っ
て
、
２
０
０
０
年
代
の
イ

ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
浸
透
、
２

０
１
０
年
代
の
人
工
知
能
へ

の
発
展
と
、
と
ど
ま
る
こ
と

な
く
進
化
を
続
け
て
い
る
。

こ
の
結
果
、
国
内
の
所
得
格

差
も
な
か
な
か
縮
ま
ら
な
い
。

　

図
３
は
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
統
計
を
も
と

に
筆
者
が
試
算
し
た
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
加
盟
各

国
の
所
得
格
差
の
状
況
で
あ
る
。
家
計

所
得
を
順
に
並
べ
、
最
下
位
10
％
の
家

計
の
所
得
に
対
す
る
最
上
位
10
％
の
家

計
の
所
得
の
比
率
を
示
し
た
も
の
で
、

高
い
ほ
ど
格
差
が
大
き
い
。
こ
の
図
を

見
る
と
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
加
盟
国
の
ほ
と
ん

ど
が
１
９
８
０
年
代
か
ら
現
在
に
至
る

ま
で
格
差
を
拡
大
さ
せ
た
こ
と
が
分
か

る
。
国
内
格
差
を
大
き
く
縮
め
た
の
は
、

メ
キ
シ
コ
と
ト
ル
コ
程
度
で
あ
る
。
日

本
も
格
差
が
大
き
く
広
が
っ
た
国
の
一

つ
に
あ
る
。

ナ
シ
ョ
ナ
リ
ズ
ム
の
台
頭
と
行
方

　

こ
う
し
た
状
況
に
つ
け
こ
む
形
で
台

頭
し
た
の
が
、ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
で
あ
り
、

ナ
シ
ョ
ナ
リ
ズ
ム
で
あ
る
。
国
内
の
フ

ラ
ス
ト
レ
ー
シ
ョ
ン
を
政
治
的
に
て
っ

と
り
早
く
和
ら
げ
る
に
は
、
対
外
的
に

強
く
出
る
の
が
分
か
り
や
す
い
。
そ
の

中
で
、
多
く
の
為
政
者
が
使
う
手
段
が
、

過
去
の
国
家
の
栄
光
を
持
ち
出
し
、
国

民
の
意
識
の
高
揚
を
図
る
こ
と
だ
っ
た
。

　

典
型
は
、
米
国
ト
ラ
ン
プ
前
大
統
領

が
繰
り
返
し
唱
え
る
「
Ｍ
Ａ
Ｇ
Ａ

（M
ake A

m
erica Great A

gain

）」

で
あ
る
。
前
回
の
大
統
領
選

挙
時
も
「
ア
メ
リ
カ
・
フ
ァ

ー
ス
ト
」
を
訴
え
、
米
国
民

の
ナ
シ
ョ
ナ
リ
ズ
ム
に
訴
え

る
戦
略
を
と
っ
て
い
た
。

　

中
国
習
近
平
国
家
主
席
も

「
中
国
の
夢
」、「
偉
大
な
る

中
国
の
復
帰
」
を
繰
り
返
し

訴
え
、
権
力
の
基
盤
を
固
め

て
き
た
。
ロ
シ
ア
プ
ー
チ
ン

大
統
領
も
「
ロ
シ
ア
の
世
界

と
未
来
」
と
の
表
現
で
、
帝

国
ロ
シ
ア
の
復
興
に
活
路
を

見
出
そ
う
と
し
て
い
る
。

　

こ
う
し
た
流
れ
を
理
性
で

ど
こ
ま
で
押
し
返
せ
る
か
が
、

世
界
の
行
方
を
決
め
る
こ
と

に
な
る
。
し
か
し
、
世
界
各

図 2　世界の経済成長率の推移

図 3　OECD諸国の国内所得格差（十分位比率90％対10％）

出所：IMF「世界経済見通し（2023年10月）」をもとに筆者作成。

（注）最下位10％の家計の所得に対する最上位10％の家計の所得の比率（高いほど格差が大きい）。
出所：OECD “Data：Income Inequality”、同“Growing Unequal?”をもとに筆者試算。
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デンマーク 2.9 0.1
フィンランド 3.1 0.5
フランス 3.5 -0.1
ドイツ 3.7 0.7
ギリシャ 5.0 0.1

ハンガリー 3.4 0.1
アイルランド 3.7 -0.5

イタリア 4.9 1.0

2010年代半ば 1980年代半ば
比変化幅

日本 5.2 0.9
ルクセンブルグ 4.0 1.0

メキシコ 7.0 -1.7
オランダ 3.4 0.5

ニュージーランド 4.4 1.0
ノルウェー 3.1 0.2
ポルトガル 4.7 -0.5
スペイン 5.3 0.0

スウェーデン 3.3 0.9
トルコ 5.7 -0.9
英国 4.2 0.4
米国 6.1 0.6



地
の
国
内
格
差
が
容
易
に
は
縮
小
し
そ

う
に
な
い
こ
と
を
思
え
ば
、
や
は
り
十

分
な
注
意
が
必
要
で
あ
る
。

米
国
の
大
統
領
選
挙
が

大
き
な
リ
ス
ク
に

　

も
っ
と
も
、
中
国
が
一
方
的
に
対
決

姿
勢
を
強
め
て
い
く
と
考
え
る
の
は
早

計
だ
ろ
う
。
中
国
は
、
経
済
の
グ
ロ
ー

バ
リ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
の
恩
恵
を
最
も
強
く

受
け
て
き
た
国
で
あ
る
。
習
近
平
政
権

も
、
そ
こ
は
承
知
し
て
い
る
だ
ろ
う
。

高
齢
化
の
入
り
口
に
立
つ
中
国
と
し
て

は
、
経
済
成
長
を
維
持
し
て
格
差
を
是

正
す
る
こ
と
が
、
政
権
維
持
の
た
め
の

必
須
の
要
件
と
な
る
。そ
う
考
え
る
と
、

中
国
が
自
ら
グ
ロ
ー
バ
リ
ゼ
ー
シ
ョ
ン

を
積
極
的
に
忌
避
し
て
、
独
自
の
道
を

歩
み
出
す
と
は
考
え
に
く
い
。
政
治
的

に
は
力
に
訴
え
る
強
硬
措
置
を
ち
ら
つ

か
せ
な
が
ら
、
経
済
的
に
は
「
戦
略
的

互
恵
関
係
」
と
い
っ
た
表
現
で
融
和
の

姿
勢
を
示
す
可
能
性
が
高
い
。

　

も
ち
ろ
ん
中
国
に
も
、
い
く
つ
か
の

リ
ス
ク
が
あ
る
。
第
１
は
、
国
内
の
ナ

シ
ョ
ナ
リ
ズ
ム
が
暴
走
し
、
政
権
が
う

ま
く
抑
え
ら
れ
な
く
な
る
可
能
性
だ
。

こ
れ
ま
で
の
中
国
は
、
政
権
が
ナ
シ
ョ

ナ
リ
ズ
ム
を
煽
り
つ
つ
、
行
き
過
ぎ
に

向
か
う
都
度
、
こ
れ
を
牽
制
し
た
り
、

規
制
し
た
り
し
て
、
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
し

て
き
た
。
国
民
が
過
度
に
ヒ
ー
ト
ア
ッ

プ
し
、
政
権
が
力
で
抑
え
ら
れ
な
く
な

る
場
合
に
は
新
た
な
脅
威
と
な
り
う
る
。

　

第
２
は
、
逆
に
国
内
で
民
主
化
運
動

が
高
ま
り
、
政
権
が
み
ず
か
ら
の
権
力

を
維
持
す
る
た
め
、
外
に
向
け
て
過
激

な
行
動
に
出
る
リ
ス
ク
で
あ
る
。「
白

紙
運
動
」
の
ケ
ー
ス
で
は
、
と
り
あ
え

ず
運
動
の
要
望
を
容
れ
つ
つ
、
事
後
的

に
運
動
の
指
導
者
を
抑
圧
す
る
手
法
が

と
ら
れ
た
と
さ
れ
る
が
、
こ
う
し
た
強

圧
的
な
手
法
が
民
主
化
運
動
に
い
っ
そ

う
火
を
つ
け
る
こ
と
が
あ
れ
ば
、
政
権

が
対
外
的
な
強
硬
措
置
に
訴
え
る
可
能

性
も
否
定
で
き
な
い
。

　

現
段
階
で
は
、
い
ず
れ
の
リ
ス
ク
も

小
さ
い
と
み
ら
れ
る
が
、
民
主
主
義
社

会
と
は
違
っ
て
、
一
強
体
制
は
偶
然
に

よ
っ
て
方
向
が
大
き
く
変
わ
り
う
る
た

め
、
注
意
し
て
お
く
必
要
が
あ
る
。

　

中
国
以
上
に
大
き
な
リ
ス
ク
を
は
ら

む
の
は
、
秋
に
行
わ
れ
る
米
国
の
大
統

領
選
挙
で
あ
る
。
も
し
ト
ラ
ン
プ
前
大

統
領
が
勝
利
す
る
よ
う
な
こ
と
が
あ
れ

ば
、
世
界
の
パ
ワ
ー
バ
ラ
ン
ス
が
大
き

く
崩
れ
る
可
能
性
が
あ
る
。
前
回
の
ト

ラ
ン
プ
政
権
は
、
同
盟
国
と
の
関
係
を

劇
的
に
悪
化
さ
せ
た
。
最
大
の
問
題
は
、

西
側
諸
国
が
政
治
の
基
盤
と
し
て
き
た

「
民
主
主
義
」
や
「
人
権
」
と
い
っ
た

最
上
位
の
理
念
を
、
共
有
で
き
な
い
こ

と
に
あ
る
。
同
氏
の
基
本
的
な
理
念
は
、

「
力
の
誇
示
に
よ
る
、
米
国
の
利
益
追

求
」
で
あ
る
が
、
同
氏
の
「
米
国
の
利

益
」
と
は
短
期
的
な
経
済
利
益
を
意
味

し
、
長
期
的
に
本
当
に
米
国
の
利
益
に

か
な
う
か
は
お
お
い
に
疑
問
が
あ
る
。

前
回
の
ト
ラ
ン
プ
政
権
は
、
結
果
的
に

米
国
の
孤
立
を
促
し
、
そ
れ
が
中
国
や

ロ
シ
ア
の
強
権
政
治
の
強
ま
り
を
助
長

し
た
。

　

ト
ラ
ン
プ
前
大
統
領
が
当
選
し
た
場

合
、
再
び
そ
う
し
た
事
態
と
な
る
か
ど

う
か
は
推
移
を
見
守
る
し
か
な
い
が
、

少
な
く
と
も
「
民
主
主
義
」
や
「
人
権
」

の
理
念
の
共
有
は
難
し
い
だ
ろ
う
。
場

合
に
よ
っ
て
は
、
他
の
西
側
諸
国
の
頭

越
し
で
、
中
国
や
ロ
シ
ア
と
の
取
引
を

進
め
る
可
能
性
も
否
定
で
き
な
い
。
や

は
り
大
き
な
リ
ス
ク
と
言
わ
ざ
る
を
え

な
い
。

日
本
と
し
て
の
心
構
え
は
？

　

こ
れ
ら
の
リ
ス
ク
を
念
頭
に
お
い
て
、

日
本
と
し
て
ど
う
対
処
す
る
か
は
難
題

だ
。
万
一
に
備
え
、
民
間
企
業
は
少
な

く
と
も
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー

ン
を
分
散
し
て
お
く
こ
と

が
必
要
に
な
る
。
実
際
に

も
多
く
の
企
業
が
、
す
で

にChina+1
あ
る
い
は
、

そ
れ
以
上
の
分
散
を
進
め

て
い
る
。

　

た
だ
し
、
日
本
が
中
国

と
の
つ
な
が
り
を
反
故
に

す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
日
本
の
輸
出

の
24
％
、
輸
入
の
21
％
は
、
対
中
国
（
含

む
香
港
）
の
取
引
で
あ
る
。
そ
れ
だ
け

で
な
く
、
現
在
の
経
常
収
支
黒
字
の
主

体
で
あ
る
対
外
直
接
投
資
収
益
も
、
中

国
は
米
国
に
次
ぐ
第
２
位
の
相
手
国

（
日
本
に
と
っ
て
の
黒
字
国
）
で
あ
る
。

そ
う
し
て
み
る
と
、
分
断
の
時
代
は
、

中
国
に
限
ら
ず
、
一
方
的
な
一
国
依
存

を
避
け
つ
つ
、
政
治
経
済
的
な
関
係
は

断
ち
切
ら
な
い
努
力
が
必
要
だ
ろ
う
。

も
ち
ろ
ん
、
相
手
の
あ
る
話
で
あ
り
、

簡
単
で
な
い
こ
と
は
覚
悟
し
て
お
か
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

政
治
的
に
は
、
ト
ラ
ン
プ
前
大
統
領

が
秋
の
選
挙
で
勝
利
し
た
場
合
、
欧
州

や
韓
国
、
豪
州
な
ど
と
連
携
を
強
め
、

「
民
主
主
義
」「
人
権
」
の
理
念
を
守
る

協
調
を
図
る
必
要
が
あ
る
。

　

90
年
代
以
降
の
「
夢
見
る
時
代
」
は

終
わ
っ
た
。「
対
立
」
の
現
実
を
見
極

め
、
冷
静
に
対
処
し
て
い
く
知
恵
が
求

め
ら
れ
て
い
る
。
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